
『環境法令を遵守し、環境に優しい事業を行いたい』 
環境・エネルギー対策資金（公害防止対策関係） 

                                

   

  せさ                               

 

対象となる方  
大気汚染対策、アスベスト対策、水質汚濁対策、産業廃棄物処理、3R事業を実施する方、建設

機械等（オフロード車※1を含む）を取得する方、低公害車（ハイブリッド自動車、クリーンディーゼル自動
車※2等）・ポスト新長期規制適合車等を取得する方 

※1：特定特殊自動車排出ガスの規制等に関する法律（平成17年法律第51号）における基準適合表示の付され

た特定特殊自動車 

※2：中央環境審議会大気環境部会第八次答申で示された排出ガス目標値を達成した（ポスト新長期規制適

合）ディーゼル車  

支援内容 
 

 
貸付限度額 貸付 

期間 
貸付利率 

中小企業事業  国民生活事業  

大気汚染関連 

7億2,000万
円以内 

 

20年 

特別利率③ 

 ②率利別特 連関濁汚質水

アスベスト対策関連 

7 , 2 0 0 万 円
以内 

特別利率② 

③、②率利別特 連関R3・物棄廃業産 ※3 

建設機械関連 
（オフロード車を含む） 

中小企業事業：基準利率、特別利率①、②
※4

 

国民生活事業：基準利率、特別利率①、②
※4

 

低公害車関連 基準金利、特別利率②※5 
※3：廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和45年法律第137号）における無害化処理認定事業者及び

優良認定事業者、「容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関する法律（平成7年法律
第112号）第21条第1項に基づく指定を受けた者から再商品化事業にかかる委託を受けた者のうち、同法
施行規則第４条第６号に規定する特定分別基準適合物の再商品化を行うために必要な設備（光学式
選別機のみ）を新たに取得する者（中小企業事業のみ）については特別利率③、その他は特別利率② 

※4：建設機械の種類により、貸付利率が異なります。詳細は下記にお問い合わせください。 
※5：ポスト新長期規制適合車等（平成21年排出ガス規制適合車又は平成28年排出ガス規制適合車）のう

ち、ディーゼル車（トラック、バス、トラクターに限る）を取得する場合は中小・国民ともに特別利率② 

取扱金融機関 
株式会社 日本政策金融公庫、沖縄振興開発金融公庫 

ご利用方法 
申し込み時に各機関に必要書類を提出してください。 
必要書類については各機関にお問い合わせください。 

 
 
 
 
 

公害防止施設、建設機械、低公害車及びポスト新長期規制適合車などを取得するために必

要な設備資金の融資を受けることができます。 

お問い合わせ先 
株式会社日本政策金融公庫（日本公庫）  

国民生活事業（個人企業・小規模企業向け事業資金） 
中小企業事業（中小企業向け長期事業資金） 

事業資金相談ダイヤル：0120-154-505 
沖縄振興開発金融公庫 TEL：098-941-1785（中小企業資金） 

 

 『『外外部部専専門門家家のの支支援援をを受受けけてて経経営営をを立立てて直直ししたたいい』』  
 

認定経営革新等支援機関による経営改善計画策定支援事業 
                                   

                                 

                                   

                                  

対象となる方  
借入金の返済負担等の影響による財務上の問題を抱えており、自ら経営改善計画を策定すること

が難しいものの、経営改善計画の策定支援を受けることにより、金融機関からの支援（条件変更や新
規融資等）が見込める中小企業・小規模事業者 
 
支援内容  

国の認定を受けた認定経営革新等支援機関（認定支援機関）の支援を受けて経営改善
計画を策定する場合、経営改善計画策定に要する費用（フォローアップ費用を含む）について、
総額の2/3（事業規模等に応じて数万円～最大200万円）まで負担します。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

○ 認定支援機関とは、中小企業の経営相談等に関して専門的知識や実務経験が一定レベル

以上にある者として、国の認定を受けた公的な支援機関です。 

○ 主な認定支援機関は、国の認定を受けた税理士・税理士法人、公認会計士、中小企業診

断士、弁護士、金融機関等です。 

 
ご利用方法 
 下記のお問い合わせ先まで、ご相談ください。 
 事業の概要、申請書類等は、下記ホームページにて公開しています。 
  http://www.chusho.meti.go.jp/keiei/kakushin/2013/0308KaizenKeikaku.html 
 

 
 

お問い合わせ先 
  ・各都道府県の経営改善支援センター  （巻末お問い合わせ先一覧参照） 
  ・中小企業庁 金融課   電話：03-3501-2876 
  ・各経済産業局中小企業課等   （巻末お問い合わせ先一覧参照）  

 金融支援等を必要とする中小企業・小規模事業者が、外部専門家（認定経営革新等支援機

関）の助けを得て実施する経営改善計画の策定を支援します。 

経営改善支援センター 
（全国４７都道府県に設置） 

金

融

機

関 

中小企業・ 

小規模事業者 

認定支援機関 
（弁護士、税理士、金融機関等） 

・計画策定支援 

・フォローアップ 
・費用の 

 1/3 を負担 

連名で相談・申込み 

協議 

費用の 2/3 を支援 
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